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漁獲番号・荷口番号について

令和３年６月

水産庁

資料１



＜漁獲番号について＞
１ 国内における水産動植物の漁獲証明制度
（３）国内で違法漁獲等のおそれが大きい水産動植物（指定水産動植物）に関する漁獲証明の実施等を行う

仕組み
① 指定水産動植物に対する漁獲証明の実施

違法に採捕された漁獲物が漁業現場から流通すると、適法に採捕されたものとの判別が困難となってし
まうという問題がある。流通段階において違法漁獲物を判別し適正な流通を確保するため、指定水産動植
物の採捕者は、流通の入り口の段階で適法に採捕されたものであるとする漁獲証明を受けなければならな
い仕組みを設ける必要がある。漁獲証明を受けた際には、採捕者から申請された漁獲ごとに番号（以下
「漁獲証明番号」という。）を発行することとする。

③ 指定水産動植物の規制内容
イ 取引記録の作成・保存義務
不正流通や偽装表示等の問題が発生した場合に、問題の発生源や流通ルートを迅速かつ的確に特定する

ため、全取扱事業者に、指定水産動植物やその加工品について譲受け又は譲渡しを行ったときの取引記録
の作成・保存を義務付けるべきである（他事業者に委託して販売する場合や委託加工等のために他の事業
所等へ搬出入を行う場合にも、同様とする）。
（略）
また、具体的な取引記録事項としては、名称、産地、数量、年月日、相手方の氏名又は名称、漁獲証明

番号とする。なお、事業者の負担に配慮し、既存の業務の延長として取り組めるよう、確定申告等のため
全事業者が保存することになっている取引伝票等に取引記録を記載することで義務の履行をすることも可
能とすべきである。

漁獲証明制度に関する検討会での議論①

漁獲証明制度のあり方について とりまとめ（令和２年６月）

〇 漁獲証明制度のあり方についてのとりまとめでは、指定水産動植物の採捕者は、漁獲証明を受ける必要

があり、その際には、漁獲ごとに漁獲証明番号が発行される仕組みが想定されていた。

〇 また、漁獲証明番号は、取引記録の中にも記録事項として記載することが想定されていた。
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＜ロット番号について＞

１ 国内における水産動植物の漁獲証明制度
（３）国内で違法漁獲等のおそれが大きい水産動植物（指定水産動植物）に関する漁獲証明の実施等を行う

仕組み
③ 指定水産動植物の規制内容
イ 取引記録の作成・保存義務
（略）

複数の業者から仕入れた原料の加工や、１つのロットを小分け販売する場合など、ロットが統合・小
分けされる場合に違法漁獲物が混入されるおそれがあるとの指摘に対応するため、ロットの統合は一定期
日以内に購入されたものまでとし、ロットの統合後の商品の販売記録に記載する漁獲証明番号については、
統合前の全ロットの漁獲証明番号を記録することとすべきである。また、大規模なロットの統合が行われ
る際には、流通業者・小売業者の負担に鑑み、漁獲証明番号に代え、以降のトレースを可能とすることを
前提として、別のロット番号で記録することも可能とすべきである。
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○ 漁獲証明制度のあり方についてのとりまとめでは、流通業者・小売業者の負担に鑑み、ロットの統合が

行われる際に、漁獲証明番号に代え、以降のトレースを可能とすることを前提として、別のロット番号で

記載することを可能とするべきと言及された。

漁獲証明制度のあり方について とりまとめ（令和２年６月）

漁獲証明制度に関する検討会での議論②



漁獲番号にかかる法律の規定

＜法律第３条＞

○ 農林水産大臣は、前項の規定による届出があった場合において、当該届出をした者が同項に規定する権限を有する

と認めるとき（当該届出をした者が同項に規定する団体である場合にあっては、当該団体に所属する者が当該権限を

有すると認めるとき）は、農林水産省令で定めるところにより、当該届出に係る番号を当該届出をした者に通知する

ものとする。

＜法律第４条＞

○ 届出採捕者は、自ら（届出採捕者が前条第一項に規定する団体である場合にあっては、当該団体に所属する者）が

採捕した特定第一種水産動植物又はこれを原材料とする加工品である特定第一種水産動植物等について他の特定第一

種水産動植物等取扱事業者への譲渡しをするときは、農林水産省令で定めるところにより、その包装、容器又は送り

状への表示その他の方法により、これらの特定第一種水産動植物等の名称、同条第２項の規定による通知に係る番号

を含む漁獲に関する番号（以下「漁獲番号」という。）その他農林水産省令で定める事項を、当該他の特定第一種水

産動植物等取扱事業者に伝達しなければならない。

＜法律第５条＞

○ 特定第一種水産動植物等取扱事業者は、他の特定第一種水産動植物等取扱事業者から譲り受けた特定第一種水産動

植物等について他の特定第一種水産動植物等取扱事業者への譲渡し又は引渡しをするときは、農林水産省令で定める

ところにより、その包装、容器又は送り状への表示その他の方法により、当該特定第一種水産動植物等の名称、漁獲

番号その他農林水産省令で定める事項を、当該他の特定第一種水産動植物等取扱事業者に伝達しなければならない。
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〇 法案化するにあたり、漁獲証明の仕組みが見直され、漁獲番号の伝達と取引記録の作成・保存による

トレーサビリティの仕組みに内容が変更された。

〇 その際、漁獲番号は、漁業者等の届出に対して通知される届出番号を基礎に構築されるもので、取引

の都度、商品の適正性を担保する情報として伝達することが義務化された。



荷口番号と養殖・輸入品にかかる法律の規定

＜法律第５条＞

○ 前項の場合においては、特定第一種水産動植物等取扱事業者は、農林水産省令で定めるところにより、

漁獲番号に代えて、荷口番号（漁獲番号以外の番号又は記号であって漁獲番号に対応するものをいう。以下

同じ。）を伝達することができる。

○ 輸入され、若しくは養殖された特定第一種水産動植物（国内において採捕された特定第一種水産動植物

を用いて養殖されたものを除く。）又はこれらを原材料とする加工品である特定第一種水産動植物等（以下

「輸入・養殖水産動植物等」という。）についての第一項の規定の適用については、同項中「漁獲番号」と

あるのは、「第四項に規定する輸入・養殖水産動植物等である旨」とする。

4

○ 法案化するにあたり、検討会において、ロット番号と呼んでいたものは、荷口番号として規定された。

○ また、輸入水産物や養殖物については、法の趣旨からは漁獲番号は必要ないが、違法水産物の逃げ道にな

る懸念があったことから、法律では、これらについては漁獲番号に代えて「輸入水産物」や「養殖物」で

ある旨を伝達することを義務付けし、取引記録も保存することとされた。



○ 本制度につきましては、元々税法で伝票や領収書などの帳簿書類の作成、保存が事業者に既に今でも課さ
れているわけでございまして、こういった状況を踏まえまして、これらの伝票等を利用することで義務の履行
が果たせるように、関係事業者の負担軽減に配慮した設計としているところでございます。
こうした中で、正規な漁獲物であることを識別するために、今回新たに伝票等に漁獲番号の記載を求めるこ
ととしておりまして、この点については、容易に義務履行が可能となるような方策を検討することとしており
ます。
現在、資源管理を推進する観点からスマート水産業を推進するために、今、産地市場、漁協等の電子化を図
ろうとしているところでございまして、こうした中で漁獲番号の円滑な伝達についてもどのような措置がとれ
るかについて検討していきたいというふうに考えております。

（令和２年１２月３日（参）農林水産委員会 山口長官答弁）

○ 本法案によりまして、漁業者あるいは漁協には、あらかじめ漁業法等の規則を遵守して採捕する旨を届け
出ることが義務付けられますので、行政機関が適法な漁業者をまず確認することができます。
また、先生今お話しいただきましたとおり、漁獲番号をこの事業者間で伝達をして、その取引記録を作成し
て保存することが義務付けられておりますので、仮に密漁品の混入等の疑義案件が生じた場合には、行政機関
が関係事業者に立入検査を行う、あるいは取引記録に記載された漁獲番号を確認することで流通経路の追跡調
査が可能になるわけです。 （令和２年１２月３日（参）農林水産委員会 野上大臣答弁抜粋）

国会における政府答弁（漁獲番号）

〇 第２０３回臨時国会において、正規な漁獲物であることを識別するために、漁獲番号を事業者間で伝達する

ことや、伝票等に漁獲番号の記載を求める旨の答弁を行った。

〇 また、漁獲番号等を含む取引記録の作成により、事後的に当該製品の流通経路を追跡することが可能で

ある旨答弁を行った。

政府答弁
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○ 特定水産物につきましては、売買や取引の過程で荷口が小分けされ、又は統合されるということが生ずる
ことがありますし、また、加工の過程で種々の荷口がまぜられたりする場合があるわけでございます。漁獲
番号の伝達につきましては、小分けや統合等の行為の前後で、もとの漁獲番号とは別に新たに荷口番号をつ
けて、それの対応関係がわかるようになっていれば番号を小分けしてもよいというような仕組みで考えてい
るところでございます。

また、統合時においては各漁獲物ごとの漁獲番号が集まってくることになりますので、漁獲番号を幾つも
列記するということが基本になるわけでございますが、事業者間における情報伝達の簡便化のために、複数
の漁獲番号を新たに一つの荷口番号に置きかえることも可能にしたいと考えているところでございます。

また、加工が行われた場合につきましても、加工後に新たな荷口番号を伝達された漁業者がいるわけでご
ざいますが、もとの漁獲番号がたどれるように、荷口番号を付与した方、荷口番号を分けた方については、
番号の変換の対応関係がわかる、そういった記録を残していただくことが必要だというふうに考えておりま
す。いずれにいたしましても、制度の詳細な運用につきましては、水産動植物ごとの流通、加工の実態、こ
れがまた異なるところもございますので、それらを踏まえながら、水産動植物ごとに検討してまいりたいと
考えております。 （令和２年１２月３日（参）農林水産委員会 山口長官答弁）

国会における政府答弁（荷口番号）

○ 第２０３回臨時国会において、加工・流通の過程で、荷口の統合が小分けがなされる際、事業者間における

情報伝達の簡便化の観点から、複数の漁獲番号を荷口番号に置きかえることも可能とする答弁を行った。

政府答弁
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漁獲番号の検討① 届出番号の考え方（案）

7

○ 漁獲番号の構成要素である届出番号については、必要性と事業者の負担との兼ね合いから、７桁にしてはどうか。

（１）国内における違法漁獲が、非漁業者に
より多く行われている実態を踏まえれば、
適法な採捕者により採捕された漁獲物であ
ることが識別できる仕組みを導入すること
が必要。

（２）このため、
① 特定第一種水産動植物の採捕の事業を
営む者であって、譲渡しを行おうとするも
のには、行政機関に届出を義務付け、

② 行政機関が、届出者に対して唯一無二の
番号を通知する。

こととしている。

（３）届出番号には、仮に全漁業者に届出の
義務が課された場合であっても、唯一無二
の付番ができるだけの桁数が必要である。

届出番号に求められる機能

（１）潜在的に届出を行う可能性のある主体

（２）仮に、全漁業経営体＋全漁業就業者に通
知する場合、６桁（９９９-９９９）で足りるが、
新規漁業就業者や漁業者の法人化による届
出を考慮するとともに、将来的なシステム
改修コスト等を踏まえ、７桁（９-９９９-９９９）
としてはどうか。

（３）一方、７桁とする場合の事業者の負担に
ついても考慮する必要。

届出番号の桁数に係る考え方

・海面漁業経営体数： 73,270
・漁業就業者数： 144,740
・海面漁業経営体数＋漁業就業者数： 218,010

（73,270） （144,740）



漁獲番号の検討② 漁獲番号の考え方（案）
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○ 漁獲番号については、適法漁獲物のみを識別可能とするとともに、漁獲情報が川下の事業者まで正確に伝達
されることで取引記録の真正性を担保する観点から、①届出番号、②取引年月日、③取引番号の３要素で構成
される１６桁のものとしてはどうか

（１）届出採捕者を起点に特定第一種水産動植物等を
他の取扱事業者に譲渡する際に、漁獲物ごとの
識別可能性、追跡可能性を担保する観点から、
漁獲番号の伝達を義務付けることとしている。

（２）また、漁獲番号を記録した取引記録の作成・保
存義務が事業者に課されているのは、水産動植物
の採捕者や産地、取引年月日などの漁獲物情報が、
川下の事業者まで正確に伝達され、事後のトレー
サビリィティを可能とするためである。

（３）このため、漁獲番号の構成要素としては、
①届出採捕者の漁獲物であることを示すための
「届出番号」

②流通の起点となる取引の日を示すための
「取引年月日」

③取引の起点となる入札ロットの別を示すための
「取引番号」

とすることが適当ではないか。

（１）構成要素①：届出番号
・ 届出番号については、前ページの考え方により
７桁が適当。

（２）構成要素②：取引年月日
・ 取引年月日等の日付に係る表記については、国際
規格として、西暦下２桁を入れた６桁（ＹＹＭＭＤ
Ｄ）が推奨されていることから、漁獲番号に係る取
引年月日については、６桁（ＹＹＭＭＤＤ）が適当。

（３）構成要素③：取引番号
・ これまでの産地調査において、ナマコ取引の盛ん
な漁協においては、各支所で漁業者が水揚したロッ
ト単位で漁協が競りを行っており、１２月の最盛期
には１日の取引単位が２桁を超える。漁協の届出
番号において漁獲番号を発行する場合は取引番号が
２桁を超える場合が想定され、こうした事例にも
対応できるよう、取引番号は３桁（９９９）とすること
が適当。

→以上のことから、漁獲番号は１６桁とすることが適当。

漁獲番号に求められる機能 漁獲番号の桁数に係る考え方



漁獲番号の検討③ 漁獲番号の付番例（案）
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１２３４５６７ ２１０６１５ ００１

１２３４５６７２１０６１５００１

①届出番号（７桁） ②取引年月日（６桁） ③取引番号（３桁）

〇 例えば、届出番号「１２３４５６７」の届出採捕者が、２０２１年６月１５日に産地市場にアワビ
を出荷し、漁協がロットを割り振り、入札ロット１番として取引がなされた場合、
一次買受業者に伝達される漁獲番号は以下のとおりである。

漁獲番号１６桁



荷口番号の検討① 荷口番号の考え方（案）

10

○ 荷口番号については、荷口の統合や小分けを行うことが想定される中、漁獲番号と同様唯一無二とし、トレー
サビリティの正確性を担保する観点から、複数の漁獲番号に代えて伝達可能な番号として、①事業者を区別する
番号、②取引年月日、③取引番号の３要素で構成される１６桁のものとしてはどうか。

（１）特定第一種水産動植物が流通業者や加工業
者に譲渡し又は引渡しがなされた場合、漁獲
番号の異なる複数の荷口が統合又は加工過程
で混在し、また、小分けにして販売されると
きもあり、その全ての漁獲番号を記録する必
要があることから、統合等される荷口数が多
くなればなるほど、譲渡し又は引渡しする際
に伝達・記録される漁獲番号が膨大な数にな
る可能性がある。

（２）これは加工・流通業者等にとって大きな負
担となるだけではなく、伝達・記録事項が複
雑化することは追跡の正確性の担保からも望
ましくないため、本制度においては、一定期
間内に統合された複数の漁獲番号に代えて別
の荷口番号を伝達できることとしたところ。

（３）荷口番号によって伝達する場合においては、
追跡可能性を担保するため、当該荷口番号に
対応する漁獲番号について記録を作成し、保
存する必要。

荷口番号に求められる機能

（１）構成要素①：事業者を区別する番号である
ことが必要であり、漁獲番号と同様７桁が適当。
その詳細については調整中。

（２）構成要素②：年月日
漁獲番号と同様に、取引年月日等の日付に

係る表記については、国際規格として推奨さ
れている６桁（ＹＹＭＭＤＤ）が適当。

（３）構成要素③：取引番号
大手事業者によっては、100以上の取引先に

販売するケースも想定されるため取引番号は
３桁（９９９）が適当。

→ 以上のことから、荷口番号は１６桁とすること
が適当。

荷口番号の桁数に係る考え方



荷口番号の検討② 荷口番号の構成＋考え方（案）
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５２３４５６７ ２１０６１５ ００１

５２３４５６７２１０６１５００１

①事業者を区別する番号（７桁） ②取引年月日（６桁） ③取引番号（３桁）

荷口番号１６桁

〇 例えば、卸業者がアワビをサイズごと等に再編成し２０２１年６月１５日に仲卸業者へ出荷
した場合、仲卸業者へは以下の荷口番号が伝達される。
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取扱事業者 △△商店

1234507-210615-001

1234508-210615-001
1234509-210615-003

漁獲番号

漁獲番号

1234507-210615-001
1234508-210615-001
1234509-210615-003

・・・
・・・

漁獲番号・荷口番号の付与例①（水産加工業者のケース）

想定される事例１ 漁業者からナマコを購入し、一定期間かけ、加工。製品は注文に応じ出荷。

・
・
・

加

工

製品

漁獲番号

５２３４５０７-２１０７１５-００１

取扱事業者 ５２３４５０７
取引年月日 ２１０７１５
取引番号 ００１

漁獲番号と荷口番号の
関係がわかる書類を保存

出荷日 出荷先 重量 荷口番号 仕入元 重量 漁獲番号

7月15日 □□商事 １ 5234507-210715-001

○○○ 20 1234507-210615-001

△△△ 40
1234508-210615-001

1234509-210615-003

納品伝票

□□商事 殿

2021年7月15日
△△商店

販売日 商品名 数量 金額 備考欄

7月15日 なまこ 1kg 23,000 5234507-
210715-001

出荷（１ロット）

荷口番号

取扱事業者 □□商事

Ａ漁協

Ｂ漁協



納品伝票

スーパー□□ 殿

2021年6月15日
○○商事

販売日 商品名 数量 金額 備考

6月15日 アワビ ３個 10,000 5234567-210615-
001

13

取扱事業者 ○○商事

1234567-210615-001

1234568-210615-001

漁獲番号

漁獲番号

1234567-210615-001
1234568-210615-001
1234569-210615-003

・・・
・・・

漁獲番号・荷口番号の付与例②（市場流通のケース）

想定される事例２ 卸売・仲卸業者等の段階でサイズ等により再編成し出荷。

・
・
・

統

合

漁獲番号

出荷
１ロット

荷口番号

再
編
成

出荷
１ロット

荷口番号

５２３４５６７-２１０６１５-００１

スーパー

鮮魚店

漁獲番号と荷口番号の
関係がわかる書類を保存

出荷日 出荷先 数量 荷口番号 仕入元 数量 漁獲番号

6月15日 スーパー ３ 5234567-210615-001
○○○ ２ 1234567-210615-001

△△△ ３ 1234568-210615-001

6月15日 鮮魚店 ３ 5234567-210615-002
□□□ １ 1234569-210615-003

1234569-210615-003

漁獲番号

水槽で保管

５２３４５６７-２１０６１５-００２

取扱事業者 ５２３４５６７
取引年月日 ２１０６１５
取引番号 ００１、００２

納品伝票

鮮魚店△△ 殿

2021年6月15日
○○商事

販売日 商品名 数量 金額 備考

6月15日 アワビ ３個 15,000 5234567-210615-
002



輸入・養殖物の検討① 輸入・養殖物の流通の考え方（案）
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輸入・養殖された特定第一種水産動植物等について

○ 輸入された特定第一種水産動植物や、人工種苗で養殖された特定第一種水産動植物については、国内に
おいて採補されるわけではないため、流通に際して、漁獲番号をつけることがない。

○ このような水産動植物について伝達義務を課さないとした場合、国内で違法に採捕されたものを輸入品
や養殖品と偽って流通することが考えられることから、漁獲番号に代えて、「輸入されたものである旨」、
「養殖されたものである旨」を伝達していただくこととなる。

○ 施行後のイメージは以下のとおり。なお、すでに食品表示法に基づき、輸入された水産物・養殖された
水産物については、表示義務が課されているところであり、表示する際に必要な情報については、事業者
間で伝達されるため、水産流通適正化制度によって新たな負担が生じることは想定していない。

輸入事業者

輸

入
輸入されたものである
旨を備考欄等に記載

流

通

養殖事業者

養殖ものである旨を
備考欄等に記載

流

通



納品伝票

○○水産加工センター 殿

２０２１年６月１５日

A漁業協同組合

（届出番号：１２３４５０７）

No. 商品名 数量 金額 備考

１ ナマコ 100kg 23,000 001

２ ナマコ 20kg 54,000 002

３ ナマコ 15kg 35,000 003

４ ナマコ 5kg 12,000 004

15

買受人の協力を得た漁獲番号の伝達方法について（案）

○ 漁獲番号の伝達については、原則、届出採捕者が漁獲番号を構成し、伝票等に記載することにより情報伝達

することとなるが、人員の少ない漁協等によっては漁獲番号の発行・伝達が困難なケースが想定される。それ

に対応するため、一次買受人の協力を得つつ漁獲番号を伝達する方法を次のとおりとしてはどうか。

漁獲番号は、届出番号＋取引年月日＋取引番号の３要素で作成されることから、

① 取引の相手方に届出番号を予め伝達

② 伝票に記載されている取引年月日・取引番号を一次買受人側で統合し漁獲番号を作成

③ 漁獲番号作成後、漁協と一次買受人の間で当該漁獲番号を認識

※ なお、この方法については、漁協と一次買受人の間であらかじめ同意を得ることとする。

漁 協

②漁獲番号の構築
1234507-210615-001

③漁獲番号の連絡
1234507-210615-001

①届出番号の事前伝達
１２３４５０７

一次買受人

https://portal.maffnet.go.jp/sites/keijiban0353/help/DocLib4/99-S-387.jpg


水産流通適正化法に係る電子化について

令和３年６月

水産庁

資料２



漁獲証明制度に関する検討会での議論

１ 国内における水産動植物の漁獲証明制度

（２）漁獲証明の実施主体

また、登録証明機関の登録に際しては、国の指導の下、地域の行政機関を含む関係者で十分な協議を行い、

当該地域の漁獲証明業務の実施方法等について共通認識を持ち、定期的に適正な流通が行われているかどうか

を確認し合うようにしておくことが重要である。

（３）国内で違法漁獲等のおそれが大きい水産動植物（指定水産動植物）に関する漁獲証明の実施等を行う仕組み

④ 事業者の負担軽減のための対応

事業者にかかる追加的な事務作業を最小限にする観点から、漁獲証明の実施、取扱事業者間の取引記録の

作成・保存や漁獲証明番号の伝達を、電子的な方法により容易に行える環境整備を早急に進めること等が重要

であり、必要な支援を行うべきである。

漁獲証明制度のあり方について とりまとめ（令和２年６月）

〇 漁獲証明制度検討会におけるとりまとめにおいては、制度の導入に当たっては、地域の行政機関を含む関係

者で十分な協議を行い、実施方法等について共通認識を持つことが重要であるとされたところ。

〇 また、事業者にかかる追加的な事務作業、負担を最小限にする観点から、取引記録の作成・保存や番号の

伝達を、電子的な方法により容易に行える環境整備を早急に進めることが重要とされたところ。

1



漁獲証明制度に関する検討会での主な意見（参考）

2

（漁獲証明に係る負担への対応）

〇 漁業現場は、漁業法改正に係る資源管理報告やスマート水産等の対応が求められ、漁協に多くの負担が生じ

ることから、一元化や負担軽減策など対応策をしっかり示してほしい。

○ システム構築には国の支援が欠かせない。

（漁獲情報の伝達）

〇 やれるところからやるということがベースと認識しており、最終ユーザーまで追うのは理想ではあるが、

現実的にどこまでできるかは疑問。根本的な解決としては、水産業界の取引を電子化してトレースしていくこ

とだと思っている。

漁獲証明制度に関する検討会 主な意見（令和元年12月26日 第４回検討会において出された意見）

（漁獲証明に係る負担への対応）

〇 取扱事業者の負担については、どのようなものが生じるか洗い出した上で、適切なシステムを組み合わせる

等の対応で埋めていくべきであり、その際は、政府による補助等のサポートが必要となる。

○ 漁獲証明番号を記載することについては、国がシステムの構築等を行えば、特定の指定水産動植物だけで

あれば事業者にそれほど負荷はかからないと思っている。

漁獲証明制度に関する検討会 主な意見（令和２年２月６日 第５回検討会において出された意見）



三 漁業者の届出、漁獲番号等の情報の伝達および取引記録の作成・保存等の制度の創設・運用に当たっては、

関係する漁業者、漁業協同組合、流通・加工業者及び産地・消費地市場等の過度な負担とならないよう電子化

等制度運用体制の整備に必要な支援を行うこと。

国会における政府答弁・附帯決議（抜粋）

〇 電子化の推進ということにつきましては、今回の届出制度につきましては、行政手続でございまして、農林水産

省の共通申請システムが今も稼働しておりますが、それのシステムの活用を検討しているところでございます。

(令和２年１１月１９日（衆）農水委 山口長官答弁)

〇 水産庁では、現在、資源管理を推進する観点から、スマート水産業を推進するための産地市場また漁協等の電子

化を図る事業を実施しているところでございますが、こうした中で、漁獲番号の円滑、迅速な伝達についても措置

ができるかどうか、こういった検討を進め、負担の軽減に努めてまいりたいと思っております。

（令和２年１１月１９日（衆）農水委 山口長官答弁）

〇 水産流通適正化法に基づく伝達義務の履行に当たっては、取引における正確かつ円滑な情報の伝達に向け、ソフ

トウエア同士の連携等によるシステムの構築を推進してまいります。特に、先行して電子化を進めている事業者もい

ることから、それらの取組を参考としつつ、各社が有している既存の電子システム間の連携に向けて、どのようなこ

とが可能であるか、検討を進めてまいる所存でございます。（令和２年１１月１９日(衆）農水委 池田大臣政務官答弁）

○ 第203回臨時国会において、制度の運用に当たっては、漁業者等による行政機関への届出や、産地市場等におけ

る漁獲番号等の伝達義務の履行に当たって電子化の推進を進めていく旨の答弁を行った。

○ また、国会における附帯決議では、制度の運用に当たって、関係者の過度な負担とならないよう電子化等の

整備に必要な支援を行うこととされている。

政府答弁

附帯決議

3



4

水産流通適正化法において電子化が考えられる事項

①第３条 特定第一種水産動植物の採捕の事業を行う者の届出

②第４条 届出採捕者による情報の伝達

③第５条 特定第一種水産動植物取扱事業者間における情報の伝達

④第６条 取引記録の作成及び保存

⑤第８条 特定第一種水産動植物等取扱事業者の届出

農林水産省
（一部の事務は都道府県が実施）

輸
出
業
者

①届出
届出番号
の通知

消
費
者
等

※ 小売店、飲食店については届出義務は対象外。

漁業者又は
漁業者が所属する団体

②漁獲番号
等の伝達

④取引記録の
作成・保存

④取引記録の作成・保存

⑤届出

取扱事業者

一
次
買
受
業
者

加
工
業
者

流
通
業
者

販
売
業
者※

③漁獲番号
等の伝達

③漁獲番号
等の伝達

③漁獲番号
等の伝達

適法漁獲等
証明書発行

③漁獲番号
等の伝達

④
届出番号 ➝ 漁獲番号



届出の電子化（法第３条、第８条）

5

（特定第一種水産動植物の採捕の事業を行う者の届出）

第３条 特定第一種水産動植物の採捕の事業を行う者であって、自らが採捕した特定第一種水産動植物又は

これを原材料とする加工品である特定第一種水産動植物等の譲渡しの事業を行おうとするものは、

農林水産省令で定めるところにより、あらかじめ、当該採捕の事業が漁業法その他の関係法令の規定

による特定第一種水産動植物を採捕する権限に基づき行われるものである旨その他の農林水産省令で

定める事項を農林水産大臣に届け出なければならない。

２ 農林水産大臣は、前項の規定による届け出があった場合において、当該届出をした者が同項に規定す

る権限を有すると認めるときは、農林水産省令で定めるところにより、当該届出に係る番号を当該届出

をした者に通知するものとする。

（特定第一種水産動植物取扱事業者の届出）

第８条 特定第一種水産動植物等取扱事業者は、その事業の開始の日から二週間以内に、農林水産省令で

定めるところにより、次に掲げる事項を農林水産大臣に届け出なければならない。（中略）

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

二 事務所又は事業所の所在地

三 取り扱う特定第一水産動植物等の種類

四 その他農林水産省令で定める事項

○ 採捕者や取扱事業者の届出及び届出採捕者への届出番号の通知については、原則電子申請（農林水産省共通

申請サービス（eMAFF））により行うこととしている。



届出の電子化（届出先、届出内容について）
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〇 採捕者の届出先等について

特定第一種水産動植物の採捕者による届出及び届出採捕者に係る番号通知については、現に漁業権の

免許又は漁業の許可を行っている機関が受理することとなり、当該届出を受理した機関が、届出番号を

届出採捕者に通知することが、運用上望ましいことから、

① 農林水産大臣の許可に基づき県域を越えて操業を行う漁業である大臣許可漁業を営む漁業者につい

ては、農林水産大臣が、

② 都道府県知事の許可又は漁業権に基づき県域を越えない範囲で操業を行う漁業権漁業又は知事許可

漁業を営む漁業者については都道府県知事が、

届出受理及び届出番号の通知を行うこととする。

○ 取扱事業者の届出先等について

取扱事業者の届出の受付については、立入検査等の実施を行う観点から、

① 事業所等が都道府県を跨ぐ広域の事業者については、農林水産大臣が、

② 県域において事業を行う県域の事業者については、都道府県知事が

届出の受理を行うこととする。

都道府県

採捕者届出事項（案）

（１）個人又は団体を特定する事項
・氏名（団体名、代表者氏名）
・住所（所在地）、連絡先

（２）採捕する特定第一種水産動植物等の
種類

（３）採捕権限
・漁業許可番号or
・漁業権免許番号等が確認できる資料or
・特別採捕許可証等が確認できる資料

（４）その他省令で定める事項（検討中）

取扱事業者届出事項（案）

（１）個人又は法人を特定する事項
・氏名（法人名、法人番号、代表者氏名）
・住所（所在地）、連絡先

（２）取り扱う特定第一種水産動植物等
の種類

（３）その他省令で定める事項
・加工、流通、輸出等事業の種類など

大臣許可漁業者 広域事業者

届出 届出

知事許可漁業者 県域事業者



届出の電子化イメージ
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〇 採捕者及び取扱事業者は、自宅や職場のパソコンやスマホ、タブレットで農水省のＨＰから、農林水産省

共通申請サービスにアクセスし、ＩＤを入手した上で、届出事項を入力することで申請可。

〇 届出の頻度については、届出に係る事項の変更がなければ初回届出時のみでよい。窓口訪問は不要。

〇 漁協等による代理申請も可能とすることを検討。

農林水産省共通申請サービス（eMAFF）

採捕者（漁業者・漁協） 取扱事業者

届出番号発行
（ルールに基づき自動採番）

審査（採捕者のみ）大臣許可
広域事業者

知事許可
県域事業者

審査（採捕者のみ）

都道府県
届出採捕者の
採捕権限を審査

申請者属性で
届出先を自動振分

漁協

届出事項
組合名 〇〇
代表者氏名
所在地 〇〇〇〇〇
連絡先 〇〇〇〇
取り扱う水産動植物

ナマコ

漁業者

申請者属性で
届出先を自動振分

届出 届出

届出事項
法人名 〇〇○○

法人番号 ○○○○○
代表者氏名 ○○○
所在地 〇〇〇〇〇
連絡先 〇〇〇〇
取り扱う水産動植物

ナマコ
事業種類 水産加工業

届出事項
氏名 〇〇 ○
住所 〇〇〇〇〇
連絡先 〇〇〇〇
採捕する水産動植物

ナマコ
漁業許可番号
○○○○○
（その他 検討中）

＜届出の電子化の仕組み＞



産地市場の電子化（法第４条、第６条）
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（届出採捕者による情報の伝達）

第４条 届出採捕者は、自らが採捕した特定第一種水産動植物又はこれを原材料とする加工品である特定第一

種水産動植物等について他の特定第一種水産動植物取扱事業者へ譲渡しをするときは、農林水産省令で定

めるところにより、その包装、容器又は送り状への表示その他の方法により、これらの特定第一種水産動

植物等の名称、同条第二項の規定による通知に係る番号を含む漁獲に関する番号その他農林水産省令で定

める事項を、当該他の特定第一種水産動植物等取扱事業者に伝達しなければならない。

（取引の記録の作成及び保存）

第６条 特定第一種水産動植物等取扱事業者は、特定第一種水産動植物等について他の特定第一種水産動植物

取扱事業者との間での譲渡し等をしたとき、又は廃棄若しくは亡失をした日から農林水産省令で定める期

間保存しなければならない。ただし、届出採捕者が第三条第一項に規定する団体である場合において当該

団体に所属する者が当該届出に係る特定第一種水産動植物等の譲渡し等をした場合、少量の特定第一種水

産動植物等については廃棄又は亡失をした場合その他の農林水産省令で定める場合は、この限りではない。

一 名称

二 重量又は数量

三 譲渡し等又は廃棄若しくは亡失をした年月日

四 譲渡し等をしたときは、相手方の氏名又は名称

○ 産地市場においては、①漁獲番号の発行、②漁獲番号の伝達、③取引記録の作成・保存を行う必要があり、

正確かつ円滑な漁獲番号等の情報伝達にあたっては、電子的な方法によることが望ましい。



〇共販システムを導入している 197漁協等（79%）
〇共販システムに仕切書、請求書等の作成機能がある 185漁協等（94%(内数)）
〇請求書等の保存を電子媒体で行っている 179漁協等（72%）
〇伝票の備考欄に十数桁の数字や文字の記入が可能 111漁協等（45％）
〇漁獲番号を印字した取引伝票を取引相手に電子的に送付できる 37漁協等（15％）

・取引記録の電子的な保存については、大半の漁協が対応可。
※共販システム未導入の漁協（52漁協）は、市場を有していなかったり、
産地仲買人が10人以下で取引量が多くないなどの理由で共販システム
を導入せず手書きやエクセル等で対応している。

〇電子荷受・電子入札システムを導入している
31漁協等（12%）

9

○ 産地市場における電子化の実態を把握するため、産地市場に対しアンケートを実施。

○ 共販システムを導入している漁協であれば、取引記録の電子的な保存や、請求書等の発行が可能。一方、

一次買受人への漁獲番号等の電子的伝達や、伝票の備考欄等への漁獲番号の記載については課題がある。

○ また、荷受けやせりの段階での電子化がされていない市場が９割あり、本制度の対応を機に漁獲番号等の

取引情報を共販システムへ電子的な送付が可能となる環境整備に取り組んでいくことが必要。

産地市場の電子化の状況（アンケート結果）

一次買受人

共販システム

漁業者

漁協等

電子荷受・入札システムにより電子送信

１．調査期間：令和３年２月５日～令和３年２月２６日
２．調査対象：産地市場を運営する事業者（漁協、民間企業）

※都道府県経由で５６９組合・企業に回答を依頼し、回答件数：２４９件（回答率４４%）

https://portal.maffnet.go.jp/sites/keijiban0353/help/DocLib4/99-S-387.jpg
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〇 漁獲番号の伝達や、取引記録の作成・保存等は既存の取引伝票等に記載することで義務の履行が果たせる

制度設計となっているが、漁協によっては漁獲番号等を記載するスペースがない取引伝票もある。

産地市場の取引伝票（参考）

【摘要欄があるケース】 【備考欄が狭いケース】 【記載するスペースがないケース】



「流通適正化支援システム」の円滑な推進

輸出へ

各事業者において漁獲番号等の情報を伝達し、
取引記録を作成・保存

産地市場の電子化の支援

11

○ 令和２年度第３次補正予算（水産流通適正化法に係る電子システム対策事業）において、関係する漁協等が漁獲

番号等を簡便・迅速に伝達することを可能とするための電子システムの導入等を支援。

〇 令和３年６月以降、公募を開始する予定。

37 漁獲情報等デジタル化推進事業
【令和２年度第３次補正予算額 2,005百万円】

＜対策のポイント＞
改正漁業法の施行による漁獲報告の義務化に伴い、漁獲情報を電子的に収集・提供することを可能とするシステムの早期現場導入を支援します。また、水産流通適正化制度

の円滑な実施に向け、関係する漁協等が漁獲番号等を簡便・迅速に伝達することを可能とするための電子システムの構築等を支援します。

＜事業目標＞
○ 主要な漁協・市場からの漁獲情報を電子的に収集する体制を整備
○ 特定第一種水産動植物の密漁件数を半減

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．漁獲情報デジタル化推進事業 1,750百万円
改正漁業法の施行による漁獲報告の義務化に伴い、生産現場の事務負担の軽
減を図りながら、収集・蓄積したデータを資源評価等に利用可能とする電子的情報
収集・提供体制の整備に向けたシステムを早期に現場導入するための経費を支援
します。

２．水産流通適正化法に係る電子システム対策事業 255百万円
① 水産流通適正化制度の円滑な実施に向け、関係する漁協等が漁獲番号等を
簡便・迅速に伝達することを可能とするための電子システムの構築等を支援しま
す。

② 都道府県単位で創設する関係者協議会に対し、当該協議会が行う水産流通
適正化制度の事業者等に対する説明会等を通じた周知・普及啓発、取引実態
に即したルールの整備とその普及等の取組を支援します。

民間団体等

＜事業の流れ＞

国
民間団体、漁業協同組合等

定額

委託

【電子情報収集体制の整備】
システム
導入支援

データ提供・
漁獲報告

水揚げデータ
操業データ 等

生産現場産地市場・漁協

漁業者
国

【水産流通適正化法に係る電子システムの構築等】

漁協等

漁業者

水揚げ

漁獲番号等電子化の推進

スマートフォン等を活用して漁獲番号等を
電子化し漁業者・一次買受業者に伝達

加工・流通業者 小売・輸出業者等一次買受業者



産地市場の電子化イメージ
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競り

水揚げ

共販システム

共販システム

＜競りの結果を携帯端末等で入力＞
〇漁獲番号を一定のルールに基づき自動発行（漁獲番号を重複することなく迅速かつ正確に発行）
〇せりの結果と漁獲番号を共販システムへ送信（共販システムへの入力を省略）
〇漁獲番号を一次買受人に電子的に、又は、迅速かつ正確な印刷発行で伝達（正確な伝達）
〇請求書等の取引伝票に漁獲番号を印字して買受人に伝達（正確に伝達）

＜競りの結果を手書きで入力＞
〇漁獲番号を一定のルールに基づいて手書き・伝達
〇競りの結果を共販システムへ入力
〇請求書等の取引伝票の備考欄に手書きで漁獲番号を記載
〇伝票での伝達が困難な場合は、漁獲番号等のメモを一次買受人に渡して伝達

電子化なし

電子化あり

買受人

買受人

漁獲番号 漁獲番号印字

漁獲番号手書き 伝票（紙媒体）を保存
（取引記録の作成・保存）

取引データ（電子媒体）を保存
（取引記録の作成・保存）

○ 取引記録の作成・保存や、取引伝票等の発行を行う共販システム等を活かすべく、競りの結果の入力や

システムへの送信・伝票の備考欄の拡充や買受人への取引情報の電子的伝達を可能にするシステム改修に

ついて支援事業を活用しながら、産地市場の負担軽減を図っていく。

（取引情報の電子的伝達）

漁獲番号を重複することなく
迅速かつ正確に印刷発行

伝票での伝達が困難な場合は、
水産物に漁獲番号等のメモを
添付して一次買受人に伝達



取扱事業者間における電子的な情報の伝達（法第５条）
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（特定第一種水産動植物等取扱事業者間における情報の伝達）

第５条 特定第一種水産動植物等取扱事業者は、他の特定第一種水産動植物等取扱事業者から譲り受けた特定第

一種水産動植物等について他の特定第一種水産動植物等取扱事業者への譲渡し又は引渡しをするときは、農

林水産省令で定めるところにより、その包装、容器又は送り状への表示その他の方法により、当該特定第一

種水産動植物等の名称、漁獲番号その他農林水産省令で定める事項を、当該他の特定第一種水産動植物等取

扱事業者に伝達しなければならない。

○ 取扱事業者間において、正確かつ円滑な漁獲番号等の情報伝達が行われるためには、電子的な方法による
ことが望ましい。

○ 取扱事業者間の情報の伝達については、既に先行して電子化を進めている事業者もいることから、それらの
取り組みを参考にするとともに、令和２年度補正予算の委託事業において、各流通段階で利用されているシス
テムや、市販されているシステムの調査を実施し、専門家の意見も聴きつつ検討を行い、取扱事業者間におけ
る電子的な情報伝達（API連携※1、EDI連携※2等）の将来的な方向性や標準仕様をとりまとめることとしている。

○ この委託事業のとりまとめを踏まえ、国は、各流通段階で利用されているシステムや市販されている会計
システムのベンダー等に電子的な情報連携の標準仕様を示すとともに、令和５年10月の消費税インボイス制度
に係るシステム改修や導入に合わせて、当該標準仕様が組み込まれるようシステムベンダーと連携していく。

※1 Apprication Programming Interface …異なるアプリケーション・ソフトウェア間での情報連携システム
※2 Electronic Date Interchange …受発注・出荷・請求・支払などの各種取引データを通信回線を通じて企業間でやり取りする電子商

取引システム



(参考資料) 

デジタル・ガバメント実行計画 （令和２年 12 月 25 日 閣議決定） 

６ 行政手続のデジタル化 
（前略） 
各府省は、この方針に従って、別紙１から３までに記載する対象行政手続について、必要
な情報システム整備等を行い、オンライン化等を順次実施する。 
（後略） 
 
別紙１ オンライン化等を実施する行政手続等 
23. 農林漁業者等に係る農林水産省関係手続（◎農林水産省） 
農林漁業者等に係る農林水産省が所管する行政手続（補助金等の申請を含む。）について、

2019 年度（令和元年度）から２年間で、農林漁業者等の利便性向上及び行政事務の効率化
を図るため、オンラインによる申請等を受け付ける「農林水産省共通申請サービス」（eMAFF）

の整備を進めており、農業経営改善計画の認定の申請、経営所得安定対策・水田活用の直
接支払交付金の交付申請など一部の手続についてはオンライン申請が可能になっている。
2021 年度（令和３年度）からは、eMAFF の基盤を強化しつつ、他の行政手続についてもオ
ンライン化を着実に進め、2022 年度（令和４年度）までにオンライン化率 100％を目指す
（対象手続の詳細については、2020 年度（令和２年度）末に取りまとめ予定の「行政手続
等の棚卸調査」などにおいて示す。）。 
（後略） 

 

 

規制改革実施計画 （令和２年７月 17 日 閣議決定） 

Ⅱ分野別実施事項 

５．農林水産分野 

（11）漁獲証明制度の創設について 

 

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 

17 漁獲証明制
度の創設に
ついて 

a 国内で流通する水産物（指定水産動植物）、輸
出する水産物（指定輸出水産動植物）、輸入する水
産物（指定輸入水産動植物）のいずれにおいても、
違法又は過剰な採捕の実態をデータで把握し、こ
れに基づき、対象魚種の指定基準を明らかにした
上で、違法又は過剰に採捕が行われるおそれのあ
る魚種について順次対象を拡大する。そして、そ
の指定に関するロードマップとスケジュールを明
確化する。 
b 漁獲証明や取引記録の保存、漁獲証明番号の伝
達を簡易かつ適切に行うことができる電子的な方
法の具体像とその導入に向けたスケジュールを明
確化する。 
c 漁獲証明を実施する登録証明機関となるため
の要件とされる「組織体制や知識・技能、経理的
基礎等の要件を満たす者」という基準を具体的か
つ透明な基準として明らかにする。また、これら
の要件を継続的に充足しているかモニタリングす
る仕組みを構築する。 
d 指定輸入水産動植物については、輸入に際し、
漁船の所属国発行の漁獲証明書の真正性を担保す
る具体的な措置を明確化する。 

a：令和３年度上期
以降継続的に措
置、ただし魚種指
定のロードマップ
とスケジュールの
明確化に係る部分
については令和３
年度上期措置 
 
b：令和２年度措置 
 
c,d：令和３年度上
期措置 
 

農林水産省 
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